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１．目的及び成果目標 

本調査検討では、諸外国の動向調査を参考に、1.2GHz 帯及び９GHz 帯における公共業務用等の既存

無線局との間で、共用の対象となる無線局の電波伝搬モデル、運用実態を考慮した共用条件、運用調整

手法等の検討を行うことにより、場所・時間等を考慮した動的な周波数共用の実現に資することを目

的とする。 

 

２．試験実施概要 

諸外国の動向として、欧米において検討がなされている動的な周波数共用の仕組みについて調査し

検討の参考とした上で、1.2GHz 帯では、主に実機を用いた電波伝搬試験等を行うことによる電波伝搬

モデルの検討を、９GHz 帯では、9.4GHz 帯を対象に主に既存無線局の運用実態の把握、シミュレーシ

ョンによる電波伝搬モデル及び周波数共用条件の検討を実施した。 

さらに、上記検討を踏まえた動的な周波数共用の可能性について検討を実施した。 

３．得られた成果 

1.2GHz 帯では、平成 30 年度は実機を利用して上空・海上の電波伝搬データを取得したが、平成 31

年度では既存無線局との共用の実現性を高めるための運用調整手法等の検討等を、9.4GHz 帯では、平

成 30 年度のシミュレーションから得た検討課題を元にした試験計画を策定しており、平成 31 年度で

は当該計画に基づく試験を実施し、動的な周波数共用の実現に向けた運用手法等の検討を実施してい

くこととしている。 
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